
法令および定款に基づく
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表
（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）

株式会社アドバンスクリエイト

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきま

しては、法令および定款第13条の規定に基づき、当社ホームページに掲載

することにより株主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　２社

　　　　・連結子会社の名称　　株式会社保険市場

Advance Create Reinsurance Incorporated

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の数　　なし

(2）持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

・持分法を適用した非連結子会社または関連会社数　　なし

②　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

・持分法を適用していない非連結子会社または関連会社数　　なし

(3）連結の範囲および持分法の適用の範囲の変更に関する事項

①　連結の範囲の変更　　なし

②　持分法の適用範囲の変更     なし

(4）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちAdvance Create Reinsurance Incorporatedの事業年度末

日は６月30日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子

会社の事業年度に係る計算書類を基礎として連結を行っております。ただし、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。

　なお、他の連結子会社の事業年度末日は連結会計年度末日と一致しておりま

す。

２．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

その他有価証券　時価のあるもの……連結会計年度末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定）を採用して

おります。

時価のないもの……移動平均法による原価法を採用して

おります。
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産…………

（リース資産を除く）

平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備およ

び構築物については定額法、それ以外は定率法を採用

しております。なお、耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物　　　　　６年～18年

工具器具備品　３年～15年

無形固定資産…………定額法を採用しております。

（リース資産を除く） のれんについては10年の期間で償却を行っておりま

す。なお、金額の僅少なものについては、その連結会

計年度の費用として処理しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

　　リース資産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため､ 

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権および破産更生債権等については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………使用人に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

③　代理店手数料戻入　

引当金………………保険契約の解約に伴い発生する代理店手数料の戻入

に備えるため、翌連結会計年度以降の代理店手数料戻

入見込額を計上しております。

(4）繰延資産の償却方法

　社債発行費…………社債発行期間にわたって定額償却を行っております。
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(5）その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

当社では、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

②　消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

３.会計方針の変更に関する事項

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。

以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）

および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月

13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用

し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期

首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得

原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に

反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更お

よび少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、

連結会計基準第44－５項(4)および事業分離等会計基準第57－４項(4)に定め

る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわた

って適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当

連結会計年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備お

よび構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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４．表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

５．会計上の見積りの変更

　不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、移転・退店等の新たな情報の入手に伴い、支店の退去時に必要とされる原状

回復費用に関して見積りの変更を行いました。見積りの変更による増加額を変更

前の資産除去債務残高に89,581千円加算しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

６．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額は1,067,792千円であります。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

　　普通株式　10,999,100株

（2）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　　　・平成27年11月11日開催取締役会決議による配当に関する事項

　　　　イ　配当金の総額　　　　　　247,050千円

　　　　ロ　１株当たり配当金額　　　22円50銭

　　　　ハ　基準日　　　　　　　　　平成27年９月30日

　　　　ニ　効力発生日　　　　　　　平成27年12月21日

　　　・平成28年５月11日開催取締役会決議による配当に関する事項

　　　　イ　配当金の総額　　　　　　246,189千円

　　　　ロ　１株当たり配当金額　　　22円50銭

　　　　ハ　基準日　　　　　　　　　平成28年３月31日

　　　　ニ　効力発生日　　　　　　　平成28年６月６日

（注）１．平成27年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持

株会支援信託ESOPが保有する当社株式に対する配当金1,309千円が

含まれております。

２．平成28年５月11日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持

株会支援信託ESOPが保有する当社株式に対する配当金1,014千円及

び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式に対する配当金5,015

千円が含まれております。
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　　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期にな

るもの

　　　・平成28年11月４日開催取締役会決議による配当に関する事項

　　　　イ　配当金の総額　　　　　　273,541千円

　　　　ロ　１株当たり配当金額　　　25円

　　　　ハ　基準日　　　　　　　　　平成28年９月30日

　　　　ニ　効力発生日　　　　　　　平成28年12月19日

（注）平成28年11月４日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託

（J-ESOP）が保有する当社株式に対する配当金5,572千円が含まれており

ます。

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

第７回新株予約権

平成27年２月12日

取締役会決議

目的となる株式の種類および数
普通株式

400,000株
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８．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画および設備投資計画等に基づき、必要な資金を主

に銀行借入や社債発行により調達しております。

②　金融商品の内容および当該金融商品に係るリスクならびに管理体制

　金融資産の主なものとして、現金及び預金、売掛金、未収入金、投資有価証

券、差入保証金があります。

　預金については主に普通預金および当座預金であり、預入先の信用リスクに

晒されておりますが、信用度の高い銀行であります。

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先

ごとに期日管理および残高管理を行っております。

　未収入金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごと

に期日管理および残高管理を行っております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクおよび投資先の信用リスクに晒され

ておりますが、定期的に時価の把握および財政状態の検証を行っており、保有

状況を継続的に見直しております。

　差入保証金は、主に賃貸借契約に係る敷金・保証金として差入れており、債

務者の信用リスクに晒されておりますが、賃貸契約満了時に一括して返還され

るものであります。

　金融負債の主なものとして、社債、リース債務、未払金があります。

　社債は、主に運転資金および設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

であり、金利の変動リスクに晒されております。

　リース債務は、設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、金利

の変動リスクに晒されております。

　営業債務であります未払金は、全て１年以内の支払期日となっております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

　平成28年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 1,047,960千円 1,047,960千円 －千円

(2)売掛金 866,621 866,621 －

(3)未収入金 1,130,985 1,130,985 －

(4)投資有価証券 351,274 351,274 －

(5)差入保証金 397,875 397,875 －

資産計 3,794,716 3,794,716 －

(6)社債（一年内償還予定含む） 100,000 100,001 1

(7)リース債務（一年内返済予定含

む）
412,282 417,355 5,073

(8)未払金 507,046 507,046 －

負債計 1,019,328 1,024,403 5,075

（注）1.金融商品の時価の算定方法

資　産

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)未収入金

　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の時価によっております。

(5)差入保証金

　差入保証金の時価については、返還予定額を国債の利回り等適切な指標で

割り引いた現在価値により算出しております。なお、国債利率がマイナスの

場合は、割引率を零として時価を算定しております。

負　債

(6)社債

　社債の時価については、元利金の合計額を、同様の新規社債発行を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(7)リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様のリース契約を締

結した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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(8)未払金

　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　差入保証金の一部（連結貸借対照表計上額202,091千円）については、返還

時期を合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて困難で

あると認められるため、上記の表には含めておりません。

　また、投資事業組合出資金（連結貸借対照表計上額０千円）についても、

市場価格がなく、かつ将来のキャッシュ・フローを見積もることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の表には含め

ておりません。

９．賃貸等不動産に関する注記

　該当事項はありません。

10．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 425円60銭

(2)１株当たり当期純利益 54円17銭

（注）株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております

（当連結会計年度末222,900株）。

また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております（当連結会計年度192,449株）。
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11．重要な後発事象に関する注記

１．従業員持株会支援信託 ＥＳＯＰの導入について

　当社は、平成28年11月11日開催の取締役会において、中長期的な企業価値向

上に対し、当社グループ従業員にインセンティブを付与することにより、労働

意欲の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化および安定的な財産形成の

促進を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会

支援信託ＥＳＯＰ」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入を決議いた

しました。

　（１）ＥＳＯＰ信託の概要

　当社がアドバンスクリエイト従業員持株会（以下「当社持株会」といいま

す。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を

設定し、当該信託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の当社

株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を

毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託

収益がある場合には、期間中に拠出した金額に応じて受益者たる従業員に金銭

が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る

場合には、責任財産限定特約付金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が

銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加負担はありません。

　（２）ＥＳＯＰ信託の内容

　　①信託の種類　　　特定単独運用の金銭の信託（他益信託）

　　②信託の目的　　　当社持株会に対する当社株式の安定的・継続的な供給お

よび受益者要件を充足する当社従業員に対する福利厚生

制度の拡充

　　③委託者　　　　　当社

　　④受託者　　　　　株式会社りそな銀行

　　　　　　　（再信託受託者：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

　　⑤受益者　　　　　当社持株会加入員のうち受益者要件を充足する者

　　⑥信託契約日　　　平成28年11月14日

　　⑦信託の期間　　　平成28年11月14日～平成33年11月30日（予定）

　　⑧議決権行使　　　受託者は、当社持株会の議決権行使状況を反映した信託

管理人の指図に従い、当社株式の議決権を行使します。

　　⑨取得株式の総額　290百万円（見込み）

　　⑩株式の取得方法　取引所市場より取得（立会外取引を含む）

　　⑪株式の種類　　　当社普通株式
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　　⑫株式取得期間　　平成28年11月16日～平成29年３月24日（予定）

（ただし、平成28年12月26日～平成28年12月30日を除く）

（注）当社持株会への売却により信託内に当社株式がなくなった場合には、信託

期間の満了前に信託収益を受益者に分配し、信託期間が満了する前に信託

が終了します。

２．募集新株予約権の発行について

　平成28年11月11日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及

び第240条の規定に基づき、当社取締役及び執行役員に対し、下記のとおり新株

予約権を発行することを決議いたしました。

　Ⅰ．新株予約権の募集の目的及び理由

中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層

意欲及び士気を向上させ、当社の結束力をさらに高めることを目的として、当

社取締役及び執行役員に対して、有償にて新株予約権を発行するものでありま

す。

　本新株予約権は、下記Ⅱ．３（６）に定めるとおり、一定の業績目標（３事

業年度以内に連結経常利益15億円）を達成した場合にのみ、本新株予約権を行

使できることとなっております。このように、本新株予約権は、当社の過去の

業績推移に比して相当程度に高い利益目標の達成を盛り込んでおり、割当対象

者の会社の業績に対する貢献意欲を向上させると期待できる内容になっており

ます。さらに、連結経常利益が10億円を下回った場合には本新株予約権が行使

できなくなる条件を設定することで、当社取締役及び執行役員に対して当社の

業績向上をコミットさせることを企図しております。

Ⅱ．新株予約権の発行要項

１．新株予約権の数

4,000個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式

の総数は、当社普通株式400,000株とし、下記３．（１）により本新株予約権

にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権

の数を乗じた数とする。

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個当たりの発行価額は、100円とする。なお、当該金額は、

第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティングが、取締役会

決議前取引日の東京証券取引所における当社株価の終値1,579円/株、株価変
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動性24.36％、配当利回り2.85％、無リスク利子率▲0.209％や本新株予約権

の発行要項に定められた条件（行使価額1,579円/株、満期までの期間５年、

業績条件）に基づいて、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカ

ルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に、当該算出結果と同

額に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社

普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、

次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の

額の減少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要と

する場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払

込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とす

る。

行使価額は、金1,579円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う

場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×
１

分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後

行 使 価 額
＝

調 整 前

行 使 価 額
× 新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」とい

う。）は、平成30年１月１日から平成33年11月30日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限

度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める

増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、平成29年９月期から平成31年９月期までの３事業年

度のうち、いずれかの期の経常利益が15億円を超過した場合に限り、当

該経常利益の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌

月１日以降に行使することができる。ただし、当該条件を充たす前に、

平成29年９月期から平成31年９月期のいずれかの期の経常利益が10億
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円を下回った場合、それ以降に当該条件を充たしたとしても、本新株予

約権を行使することはできない。

なお、当該経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載

される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計

算書）における経常利益を参照するものとし、適用される会計基準の変

更等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、

当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標を取締役会

にて定めるものとする。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当

社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

③　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使

を行うことはできない。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の割当日

平成28年11月30日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割につ

いての分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交

換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を

要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役

会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得する

ことができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定によ

り本新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償

で取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに
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掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

る。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織

再編行為の条件等を勘案のうえ、上記３．（２）で定められる行使価額を

調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日の

うち、いずれか遅い日から上記３．（３）に定める行使期間の末日までと

する。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
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当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８．新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

平成28年11月30日

９．申込期日

平成28年11月14日

10．新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役　　　３名　　　3,100個

当社執行役員　　４名　　　　900個

12．その他の注記

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、平成27年11月11日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従

業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに

より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、

当社従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信

託（Ｊ-ESOP）」の導入を決議致しました。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の

株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30号　平成27年

３月26日)を適用しております。

(1)取引の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした

当社従業員に対して、当社株式を給付する仕組みです。

　当社は、当社従業員に対してポイントを付与し、一定の条件により受給権を

取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。当社従業

員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め

取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除

く。）により純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度

末の当該自己株式の帳簿価額は299,577千円、株式数は222,900株であります。
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個別注記表

１．重要な会計方針

(1）資産の評価基準および評価方法

　　有価証券

関係会社株式……………………………移動平均法による原価法によってお

ります。

その他有価証券　時価のあるもの……事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定）を採用しており

ます。

時価のないもの……移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2）固定資産の減価償却方法

有形固定資産……………

（リース資産を除く）

平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備およ

び構築物については定額法、それ以外は定率法を採用

しております。なお、耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建　　　　物　６年～18年

工具器具備品　３年～15年

無形固定資産……………定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　のれんについては10年の期間で償却を行っております。

なお、金額の僅少なものについては、その事業年度の

費用として処理しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(3）繰延資産の償却方法

　　社債発行費…………社債発行期間にわたって定額償却を行っております。

(4）引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため､ 

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権および破産更生債権等については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………使用人に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金……退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

④　代理店手数料戻入　

引当金………………保険契約の解約に伴い発生する代理店手数料の戻入

に備えるため、翌事業年度以降の代理店手数料戻入見

込額を計上しております。

(5）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２.会計方針の変更に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当

事業年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。
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４．会計上の見積りの変更

　不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、移転・退店等の新たな情報の入手に伴い、支店の退去時に必要とされる原状

回復費用に関して見積りの変更を行いました。見積りの変更による増加額を変更

前の資産除去債務残高に89,581千円加算しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

５．貸借対照表に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額は1,067,792千円であります。

(2) 保証債務

　下記の子会社の信用状開設に伴う保証を行っております。

Advance Create Reinsurance Incorporated　657,300千円（極度額）

(3）関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権 59,831千円

短期金銭債務 144,639千円

６．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

営業取引高

営業収益 680,840千円

営業費用 6,474千円

営業取引以外の取引高

営業外収益

営業外費用

5,404千円

581千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 19,057株 261,275株 －株 280,332株

　　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加261,275株は、「株式給付信託

（J-ESOP）」の導入による増加222,900株、自己株式の取得による増

加38,300株および端株の買取請求権に基づく単元未満株式の購入に

よる増加75株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数には資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）が所有する当社株式（当事業年度末222,900株）が含

まれております。

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産(流動）

賞与引当金 35,291千円

未払費用 6,793

代理店手数料戻入引当金 857

未払事業税 5,337

その他 2,674

繰延税金資産（流動）合計 50,954

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 69,948

減価償却超過額 56,370

資産除去債務 55,465

その他 4,487

　小計 186,271

評価性引当額 △114

繰延税金資産（固定）合計 186,156

繰延税金負債（固定）

資産除去債務に対応する資産 △55,017

その他有価証券評価差額金 △41,791

繰延税金負債（固定）合計 △96,809

繰延税金資産（固定）の純額 89,347
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９．リースにより使用する固定資産に関する注記

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

①リース資産の内容

(ア）有形固定資産

　主に保険代理店事業における支店設備（建物附属設備および工具器具備品）

であります。

(イ) 無形固定資産

　ソフトウェアであります。

②リース資産の減価償却方法

　1.重要な会計方針「(2)固定資産の減価償却方法」に記載のとおりであります。

2. オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　１年内　　　 2,042千円

　１年超　　　 1,297千円

　　合計 　 　 3,340千円
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10．関連当事者との取引に関する注記

1．子会社

種 類
会社等の名称
ま た は 氏 名

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者と
の 関 係

取 引 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社 ㈱保険市場
所有
直接
100％

広告募集業務
の受委託
債権回収代行
管理業務受託
役員の兼任

売上等
（注）2

資金の借入
および返済
（注）3

支払利息
（注）3

業務受託料の
受取

（注）4

680,840

200,000

581

2,400

売掛金
未払金

－

－

－

56,565
142,965

－

－

－

子会社

A d v a n c e  
C r e a t e  
Reinsurance 
Incorporated

所有
直接
100％

債務保証
役員の兼任

保証料の受取等
（注）5

3,004
未収入金
前受収益

3,266
1,674

（注）1.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含

んでおります。

2.取引金額については市場価格を勘案したうえで決定しております。

3.市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

4.兼務出向者の業務内容を勘案して、両社協議のうえで決定しております。

5.子会社の信用状開設に伴うものであります。保証料率は信用リスクを勘

案して決定しております。

2．役員および個人主要株主等

　該当事項はありません。

11．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 381円20銭

(2)１株当たり当期純利益 35円23銭

（注）株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事

業年度末222,900株）。

また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております（当事業年度192,449株）。
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12．重要な後発事象に関する注記

１．従業員持株会支援信託 ＥＳＯＰの導入について

　当社は、平成28年11月11日開催の取締役会において、中長期的な企業価値向上

に対し、当社グループ従業員にインセンティブを付与することにより、労働意欲

の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化および安定的な財産形成の促進を

図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託

ＥＳＯＰ」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入を決議いたしました。

　（１）ＥＳＯＰ信託の概要

　当社がアドバンスクリエイト従業員持株会（以下「当社持株会」といいま

す。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を

設定し、当該信託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の当社

株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を

毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託

収益がある場合には、期間中に拠出した金額に応じて受益者たる従業員に金銭

が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る

場合には、責任財産限定特約付金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が

銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加負担はありません。

　（２）ＥＳＯＰ信託の内容

　　①信託の種類　　　特定単独運用の金銭の信託（他益信託）

　　②信託の目的　　　当社持株会に対する当社株式の安定的・継続的な供給お

よび受益者要件を充足する当社従業員に対する福利厚生

制度の拡充

　　③委託者　　　　　当社

　　④受託者　　　　　株式会社りそな銀行

　　　　　　　（再信託受託者：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

　　⑤受益者　　　　　当社持株会加入員のうち受益者要件を充足する者

　　⑥信託契約日　　　平成28年11月14日

　　⑦信託の期間　　　平成28年11月14日～平成33年11月30日（予定）

　　⑧議決権行使　　　受託者は、当社持株会の議決権行使状況を反映した信託

管理人の指図に従い、当社株式の議決権を行使します。

　　⑨取得株式の総額　290百万円（見込み）

　　⑩株式の取得方法　取引所市場より取得（立会外取引を含む）

　　⑪株式の種類　　　当社普通株式
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　　⑫株式取得期間　　平成28年11月16日～平成29年３月24日（予定）

（ただし、平成28年12月26日～平成28年12月30日を除く）

（注）当社持株会への売却により信託内に当社株式がなくなった場合には、信

託期間の満了前に信託収益を受益者に分配し、信託期間が満了する前に

信託が終了します。

２．募集新株予約権の発行について

　平成28年11月11日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及

び第240条の規定に基づき、当社取締役及び執行役員に対し、下記のとおり新株

予約権を発行することを決議いたしました。

　Ⅰ．新株予約権の募集の目的及び理由

中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層

意欲及び士気を向上させ、当社の結束力をさらに高めることを目的として、当

社取締役及び執行役員に対して、有償にて新株予約権を発行するものでありま

す。

　本新株予約権は、下記Ⅱ．３（６）に定めるとおり、一定の業績目標（３事

業年度以内に連結経常利益15億円）を達成した場合にのみ、本新株予約権を行

使できることとなっております。このように、本新株予約権は、当社の過去の

業績推移に比して相当程度に高い利益目標の達成を盛り込んでおり、割当対象

者の会社の業績に対する貢献意欲を向上させると期待できる内容になっており

ます。さらに、連結経常利益が10億円を下回った場合には本新株予約権が行使

できなくなる条件を設定することで、当社取締役及び執行役員に対して当社の

業績向上をコミットさせることを企図しております。

Ⅱ．新株予約権の発行要項

１．新株予約権の数

4,000個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式

の総数は、当社普通株式400,000株とし、下記３．（１）により本新株予約権

にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権

の数を乗じた数とする。

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個当たりの発行価額は、100円とする。なお、当該金額は、

第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティングが、取締役会

決議前取引日の東京証券取引所における当社株価の終値1,579円/株、株価変
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動性24.36％、配当利回り2.85％、無リスク利子率▲0.209％や本新株予約権

の発行要項に定められた条件（行使価額1,579円/株、満期までの期間５年、

業績条件）に基づいて、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカ

ルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に、当該算出結果と同

額に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社

普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、

次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の

額の減少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要と

する場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払

込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とす

る。

行使価額は、金1,579円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う

場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×
１

分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後

行 使 価 額
＝

調 整 前

行 使 価 額
× 新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」とい

う。）は、平成30年１月１日から平成33年11月30日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限

度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める

増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、平成29年９月期から平成31年９月期までの３事業年

度のうち、いずれかの期の経常利益が15億円を超過した場合に限り、当

該経常利益の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌

月１日以降に行使することができる。ただし、当該条件を充たす前に、

平成29年９月期から平成31年９月期のいずれかの期の経常利益が10億
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円を下回った場合、それ以降に当該条件を充たしたとしても、本新株予

約権を行使することはできない。

なお、当該経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載

される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計

算書）における経常利益を参照するものとし、適用される会計基準の変

更等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、

当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標を取締役会

にて定めるものとする。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当

社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

③　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使

を行うことはできない。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の割当日

平成28年11月30日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割につ

いての分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交

換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を

要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役

会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得する

ことができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定によ

り本新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償

で取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに
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掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

る。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織

再編行為の条件等を勘案のうえ、上記３．（２）で定められる行使価額を

調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日の

うち、いずれか遅い日から上記３．（３）に定める行使期間の末日までと

する。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
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当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８．新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

平成28年11月30日

９．申込期日

平成28年11月14日

10．新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役　　　３名　　　3,100個

当社執行役員　　４名　　　　900個

13．その他の注記

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、平成27年11月11日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従

業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに

より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、

当社従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信

託（Ｊ-ESOP）」の導入を決議致しました。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の

株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30号　平成27年

３月26日)を適用しております。

(1)取引の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした

当社従業員に対して、当社株式を給付する仕組みです。

　当社は、当社従業員に対してポイントを付与し、一定の条件により受給権を

取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。当社従業

員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め

取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除

く。）により純資産の部に自己株式として計上しております。当事業年度末の

当該自己株式の帳簿価額は299,577千円、株式数は222,900株であります。
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